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要素を含んでいるものであるが，ここでは１つの正の実数値 q > 0で表現できると仮定する．
3. 便益・価格・コスト




q, v, p, cにより 「便益」・「価格」・「コスト」をそれぞれ，以下のように V, P,C で表す．
4
• V (v, q)：発注者の得られる便益
• P (p, q)：発注（請負）金額　　
• C(c, q)：請負者の建設コスト　
ここで，v, p, cも qと同様，正の実数値をとると仮定する．
4. V, P,C の関数形についての仮定
V, P,C に対し下式のような関数を仮定する．
V (v, q) = Avqδ
P (p, q) = pq









発注者の利得は，便益と発注金額の差 I(v, p, q) = V (v, q) − P (p, q)となる．請負者の利得
は，発注金額と建設コストの差 R(p, c, q) = P (p, q) − C(c, q)となる．図 1 から分かるよう
に，発注者の利得や請負者の利得がある区間は限られており．両者共に利得が存在する区間
においてのみ契約の合意が可能となる．
























ペックあたりの発注（請負）金額 p を決める．スペックが q であるときの発注（請負）金額は
P (p, q) = pq となる．次に第 2 段階で，請負者がスペック q を決定する．発注者は，スペック q
によって便益 V (v, q) を受け取る．発注者の利得 I(v, p, q) は，前述したように便益から請負金額
を引いたものであり，
I(v, p, q) = V (v, q)− P (p, q) (1)
と表される．一方，請負者はスペック q の建築物を建築するためにはコストC(c, q)がかかる．よっ
て，請負者の利得 R(p, q, c)は，発注（請負）金額からコストを引いたものであり







請負者は第 2段階において，maxq R(p, c, q)となるような qˆを設定し，発注者に申告する．qˆ
を申告する請負者の利得は式 (2) で示す通り P (p, q)とC(c, q)に依存する．よって，利得の
最大化を目指す請負者が申告する設定スペックは，qˆ(p, c)と表すことができる．このとき，
請負者の利得はR(p, c, qˆ(p, c))となる．
【第１段階】
発注者は第 1段階において，請負者からの qˆ(p, c)の申告を予想し，maxp I(v, p, qˆ(p, c))とな
るような pを設定し，請負者に通告する．発注者の利得は式 (1) で示す通り V (v, qˆ(p, c))と
P (p, qˆ(p, c))に依存する. vは発注者が想定するパラメータであり，発注者にとっては既知で
あるため，cが観察可能であれば，発注者は適切な p∗(c)を設定することにより，請負者に
最適スペックを申告させ，最適利得 I(v, p∗(c), qˆ(p∗(c), c))を得ることができる．
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3.2.2 モデルの分析：発注者がコスト関数のパラメーター cを観察不能な場合





する設定スペックは，観察可能な場合と同じく qˆ(p, c)となり，請負者の利得はR(p, c, qˆ(p, c))
となる．
【第１段階】
観察可能な場合と同じく，発注者はmaxp I(v, p, qˆ(p, c))を目指すが cが観察不能なため，予
想利益 Iˆ は cの期待値で推測され下式となる
Iˆ(v, p, qˆ(p, c)) = Ec[(I(v, p, qˆ(p, c))] =
∫ ∞
−∞
I(v, p, qˆ(p, c))f(c)dc




数値例を用いた分析を行うため，A = 1, B = 23 とし，δ < 1, γ > 1の条件を満たす δ = 12 , γ＝32
を選定した下記の計算式を設定する．
V (v, q) = vq
1
2











請負者は第 2段階において，maxq R(p, q, c)となるような qˆを設定し，発注者に申告す
る．利得R(p, q, c)を最大にするには dRdq = 0となる qを申告すればよい．








= p− cq 12
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となる．この求められた qを qˆ(p, c)とおく．
【第１段階】




I (v, p, qˆ(p, c)) = V (v, qˆ(p, c))− P (p, qˆ(p, c))
となるが，qˆ(p, c)は式 (3)で表されるため，I(v, p, qˆ(p, c))は以下の式で表せられる．




























I を発注者がコントロール可能な pの関数であると考えると，I(v, p, qˆ(p, c))を最大に





























































便益 発注(請負)金額 コスト 発注者利得 請負者利得
6
݌ ∗= (೎ೡయ )భమ=1.0
図 2: 発注者が設定する pの値に対する，便益・発注金額・コスト・発注者利得・請負者利得


















































































































e− 1 ≃ 1.582
となり，c ≃ 1.582において p∗ = p˜となり q∗ = q˜となる．
次に，観察可能な場合と観察不能な場合それぞれの qを求める．まず，いずれの場合において
も qは請負者が決定するため， 式 (3) のとおり q = (pc )2となる．この式の pに式 (5)，式 (6)で
得られた p∗, p˜を代入し，それぞれの場合の qを算出する．ここで発注者が請負者のコスト関数の


































































次に，求められた q∗, q˜より V (v, q), P (p, q), C(c, q), R(p, c, q), I(v, p, q)を求める
まず，観察可能な場合の「便益」・「発注金額」・「コスト」・「発注者利得」・「請負者利得」は








































































































となる．観察可能な場合の結果を V ∗, C∗, P ∗, I∗, R∗とし観察不能な場合の結果を V˜ , P˜ , C˜, I˜, R˜と
した場合のグラフを図 5～図 9に示す．
3.2.4 分析結果及び考察
図 3に示す通り，パラメーター c ≃ 1.582においては，単位スペック当たりの発注金額は p∗ = p˜
となるため，請負者は発注者の利得が最大になるスペック qを申告する．よって，その点におい




者に過大なスペックを申告させるインセンティブが働く．反対に c > 1.582の区間においては割安
な価格設定となるため，請負者は過小なスペックを申告してくることが図 4により示された．こ
の請負者が申告してくる q∗と q˜の差が，発注者利得 I∗と I˜ の差を生み出している．
なお，観察不能な場合において，発注者は期待値を [1, e]の一様分布で見ているにもかかわらず，
q∗ = q˜となる点が，1+e2 ≃ 1.860 とならないのは，発注者がリスク中立ではないからと想定され

































































































































































I(v0, p0, q0) = V (v0, q0)− P (p0, q0)
R(p0, c, q0) = P (p0, q0)− C(c, q0)
と表される．
一方，事後的に発注者が正しい便益 v∗を発見し，その v∗により再算出される q∗において契約
変更が行われた場合の発注者・請負者それぞれの利得は
I(v∗, p0, q∗) = V (v∗, q∗)− P (p0, q∗)
R(p0, c, q
∗) = P (p0, q∗)− C(c, q∗)
と表される．この際R(p0, c, q∗)−R(p0, c, q0) ≥ 0ならば，請負者は契約変更に合意するが，R(p0, c, q∗)−






























v∗ をもとに再算出した，自身の利得が最大となるスペック q∗ への変更を請負者
に依頼する．ただし，単位スペック当たりの発注金額 p0はそれぞれのプレイヤー











数値例を用いた分析を行うため,A = 2, B = 13 とし δ < 1, γ > 1　の条件を満たす δ = 12 , γ＝32
を選定した下記の計算式を設定する．
V (v, q) = 2vq
1
2













を決定する. 発注者は，利得 I(v0, p0, q)を最大にするには dIdq = 0となる qを決定すれ
ば良い.
I(v0, p0, q) = V (v0, q)− P (p0, q) = 2v0q 12 − p0q



















ク当たりの発注金額の相場 pを形成する．請負者は，自身の利得R(p, c, q0)を最大にす
るには dRdp = 0となる pを形成すれば良い．











































I(v∗, p0, q) = V (v∗, q)− P (p0, q) = 2v∗q 12 − p0q　 (9)





















I(v∗, p0, q0) = V (v∗, q)− P (p0, q)− β∆I 　
= V (v∗, q)− P (p0, q)− β{(V (v∗, q)− P (p0, q))− (V (v0, q0)− P (v0, q0))}
= (1− β){V (v∗, q)− P (p0, q)}+ β(V (v0, q0)− P (p0, q0))














のうち，比率 βを分け与えることにしても，最適スペック q∗は βに影響を受けていない．そ
れは請負者に利得を全く分け与えない (β = 0) の場合も含んでいる．この，時点 2において
正しい便益を発見した発注者が，再算出する最適スペックが βによって変化しないことが今
回の分析を簡単にしている．
3) 時点２の V, P,C の時点１からの差分をそれぞれ∆V,∆P,∆C とおき，分析を進める．
∆V = V (v∗, q∗)− V (v∗, q0)
∆P = P (p0, q
∗)− P (p0, q0)
∆C = C(c, q∗)− C(c, q0)
18
































となる．同じように,発注者の利得 I の差分を∆I とおくと

















































(−a3 + 3a2 − 2) (15)







(−3a2 + 6a) = 0
となるため，a = 0及び a = 2の時に極値を取ることが分かる．式 (15)より，a = 0のとき





































(a− 1)2 > 0
β(a− 1)2 > 1
3
(a− 1)(a2 − 2a− 2)
β >


























図 12: aの値に対する β の変化
β > 1以上の領域は存在しえない．また,β < 0以下の領域においては βは必ず 0となる．よっ
て β = 0及び β = 1を解けば















ここで，社会的厚生W (v, p, c, q)は I(v, p, q) +R(p, c, q) = V (v, q)−C(c, q)で定義されるため，
社会的厚生の増加∆W は




(−a3 + 6a2 − 6a+ 1)
で表される．aと∆W の関係を表すグラフを図 13に示す．また，図 14において図 11，12，13 を
合成したグラフを示す．それぞれの境界点が一致していることが示されている．
























































要素 計算式 増減の場面分け 備考
a<1の時 a>1の時
△V ଶ௩బమ࢖૙ (ࢇ૛ − ࢇ) 減少 増加
△P ௩బమ࢖૙(ࢇ૛ − ૚) 減少 増加
△C ଵଷ ௩బమ࢖૙(ࢇ૜ − ૚) 減少 増加
△I ௩బమ࢖૙(ࢇ − ૚)૛ 増加 増加
△R ௩బమ૜࢖૙(−ࢇ૜+૜ࢇ૛ − ૛) 減少 1< ܽ < (1 + 3)の間のみ増加 ܽ = 2の時に最大値となる
△W ௩బమ૜࢖૙(−ࢇ૜+6ࢇ૛ − ૟ࢇ + ૚) 基本的に減少ただしܽ < 5 − 212では増加 1< ܽ < ହା ଶଵଶの間のみ増加 ଺ା ଶଵଷ の時に最大値となる
図 15: V, P,C, I, R,W のそれぞれの区間での増減
4.2.2 一般式への展開
発注者利得 I，請負者利得R，社会的厚生W は発注者便益と建設コストそれぞれの関数形におけ
るスペック qの乗数でも変化するため，便益の関数形におけるスペックの乗数 δを 12と仮定したうえ
で，コストの関数形におけるスペックの乗数 γとの差を xとして γ = 12 +xとし，A = 2, B = 12x+1
とおいた一般式を設定する．
V (q) = 2vq
1
2



















qを決定する. 発注者は，利得 I(v0, p, q)を最大にするには dIdq = 0となる qを決定すれ
ば良い.
I(v0, p, q) = V (v0, q)− P (p, q) = 2v0q 12 − p0q




















ク当たりの発注金額の相場 pを形成する．請負者は，自身の利得R(p, c, q0)を最大にす
るには dRdp = 0となる pを形成すれば良い．


































= −v2p−2 + cv2x+1p−2x−2
であるので











分∆Iの比率 β分を請負者に分け与える. なお，分け与える場合の発注者の利得は式 (11)と
同じ形になり，一般式モデルにおいても，時点 2での q∗の選定に βは影響を及ぼさない．
3) 時点２の V, P,C の時点１からの差分をそれぞれ∆V,∆P,∆C とおき，分析を進める．
∆V = V (v∗, q∗)− V (v∗, q0)
∆P = P (p0, q
∗)− P (p0, q0)
∆C = C(c, q∗)− C(c, q0)
24
































同じように,発注者の利得 I の差分を∆I とおくと





となり，v20p0 は常に正であり，(a− 1)2も常に正であるのでどのような aであっても，発注者
の利得は増加することが分かる. また，請負者の利得の差分∆Rは















































要素 計算式 増減の場面分け 備考
a<1の時 a>1の時
△V ଶ௩బమ࢖૙ (ࢇ૛ − ࢇ) 減少 増加
△P ௩బమ࢖૙(ࢇ૛ − ૚) 減少 増加
△C ଵଶ௫ାଵ ௩బమ࢖૙(ࢇ૛࢞ା૚ − ૚) 減少 増加
△I ௩బమ࢖૙(ࢇ− ૚)૛ 増加 増加
△R ௩బమ࢖૙(− ࢇ૛࢞ା૚૛࢞ + ૚ +ࢇ૛ − ૛࢞૛࢞ + ૚) 減少 1< ܽ < (1 + ߱)の間のみ増加 ߱の値はaにより異なる
△W ௩బమ࢖૙(− ࢇ૛࢞ା૚૛࢞ + ૚ +૛ࢇ૛ − ૛ࢇ + ૚૛࢞+ ૚) 基本的に減少ただしܽ <1−߮では増加 1< ܽ < (1 + ω)の間のみ増加 ߮及び߱の値はaにより異なる
























































































































1. 4.2.1 における∆V,∆P,∆C の導出





















































a2 − 1) = p0(v0
p0
)2 (


































































2. 4.2.2 における∆V,∆P,∆C の導出
∆V,∆P,は 4.2.1に同じ
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